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1960年 代 の イ ギ リ ス 年 金 政 策

BritishPensionPolicyinthe1960s

福 島 勝 彦
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1.は じ め に

の時期におけ るイギ リス年金政策の本質 と特

長 を明らかにしたい.

1951年 か ら政 権 を担 当 して いたイギ リス保

守 党 は,1959年 の国民保険 法改 正で段階 的年

金制度(thegraduatedpensionscheme)

を導入 し,こ れ を1961年 よ り実 施 した1).す

なわ ち,1960年 代 のイ ギ リス年 金政策 は,所

得比例年 金 の導 入 か ら始 まった.こ の 制 度

は,そ のあ との労働 党政府(1964～1970年)

に ほぼ そ のま まのかたち でひ きっ がれ たが,

改革 の必要性 を感 じていた 労働党 は よ うや く

1969年 に 白書r国 民退 職年金 と社会保 険2)』

をあ らわ し,そ の プラ ンを提示 した.

1960年 代 は,し たが って,保 守 党が導 入 し

た所得 比例年 金を政 策 の軸 と しっ っ推 移 した

わけで,本 稿 は まず これ にっい て分析 し,つ

いで労働 党 の 白書 を評価す るこ とに よ り,こ

1)拙 稿 「イ ギ リス ニ 大 政 党 の 社 会 保 障 政 策(そ

の1)」(「 創 価 経 済 論 集 」7巻2号,1977年9

月)は こ の 経 過 に つ い て 言 及 し た.

2)U.K.:DepartmentofHealthandSocialSe-

curity,NationalSuperannuationandSocial

Insurance:ProposalsforEearnings-Related

SocialSecurity,Cmnd.3883HMSO,1969・

2.1960年 代 の年 金政策 の展開

1961年 に実 施 され た段階 的年金 制度 は,そ

の基本 構造が,均 一 制 に よる基本 的部分 の上

に所得 比例年 金を積 み重ね る とい うものであ

ったが,こ れ は基本 的 には1974年 に いた るま

で変わ るこ とがな か った.1975年 に,こ の構

造 は変 更 を よぎな くされ,さ らに1978年 か ら

は あ らたな制 度が 実施 され て い る.表1は,こ

の よ うな公的 年金 制度(以 下,こ れ を国民保

険年金 制度,NationalInsuranceRetirement

Pensionと 同義に用 い る)の 構造 の推移 を示

した ものであ る.

段階 的年金 制度 は,1948年 い らい の均一・制

(定 額 の保険料 お よび給付 か らな る)と 所 得

比 例制(所 得 に比例 した保 険料お よび給 付か

らな る)を くみ あわせ た ものであ るが,ま ず

均一 部分 にっ いては1961年 以降,表2お よび

表3に 示す とお り数 度 にわた って改定 され て

い る.当 初 のべ ヴ ァ リッジ体制 の もとでは,
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表1イ ギ リス公的年金制度における

均一制と所得比例制

求
1946年 ～1960年

1961年 ～1974年

1975年 ～1977年
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図1均 一 年 金 額(単 身 者)と 生計 費 指 数 の 上 昇

率 の 比 較(1948年=100)

600

均一部分陣 部分

O

O

O

O

*

O

*

O

500

400

300

＼

表2均 一 保 険 料 の推 移(1961-69年)

一 男 子 被用 者 の ば あ い一 一
200

改定年次

1961

1963

1965

1967

1968

1969

均一額保険料(週)

シ リング

7

8

iO

12

12

13

ペ ンス

3%

3施

21/2

1施

S

7

資i料:AnnualReportoftheDepartmentof

HealthandSocialSecurify,1969

ioo

表3均 一 年 金 額 の推 移(1961--69年)

改定
年 次

単身者に対する
年金額(週)

夫 婦 に 対 す る
年金額(週)

ポ ン ド シ リング ペ ンス

4126

590

6100

760

820

く

1961

1963

1965

1967

1969

ポ ン ド シ リソグ ペンス

2176

376

400

4100

500

資 料:Pilch,M.andWood,V.,ManagingPension

Schemes,GowerPress,1974,p.36

均一年金額は国民扶助基準を下回る結果 とな

り,そ の低水準が問題 とされたが,1960年 代

には図1に 示す ようにそれは生計費上昇率を

着実に上回 って増加した.

所得比例部分にっいても,保 険料 と給付額

は数年おきに改定 され てきた.保 険料率は,

1961年 の発足当初 には,週 所得9～15ポ ソド

のあいだで,9ポ ン ドをこえる部 分 に 対 し

4.25パ ーセ ソト(事 業主も同率)で あ った.

週所得が9ポ ソ ドおよびそれ以下であ る被用

0

1948195319581963]9681973

資 料:Pilch,M.andWood,V・,oP・cit・,P・37,

Fig.4:2

者は所得比例部分 とは無縁であ り,均 一部分

にのみ拠出し,そ れに対応す る給付をか くと

くする.1963年 には,保 険料算定の基礎 とな

る所得範囲の上限は15ポ ン ドか ら18ポ ンドへ

ひき上げ られた.所 得比例年金におけ る拠出

と給付の対応 のしかたを示 した のが表4で あ

る.男 子被用者のぼあい,年 額7ポ ソ ド10シ

リング(週IYVし て2シ リング11ペ ンス)の 保

険料を払いこむ ことに よって,65歳 か らは年

1ポ ン ド6シ リソグ(週 あた り6ペ ンス)の

比例年金額をか くとくす ることになる.女 子

被用者のばあいは,年 金支給開始年齢が60歳

と若 く,こ のため保険料は男子 よりもいくぶ

ん高 くなっていて,上 記の年金額をえるため

には年額9ポ ン ド(週 額で3シ リング8ペ ン

ス)の 保険料を支払わな くてはなららない.

表5は,上 限所得以上を稼得する男子被用者

が65歳 か ら受け とることになる年金額を示 し

たものである.

保守党が導入 した以上のよ うな所得比例年
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表4所 得比例年金の保険料と年金給付額
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週 所 得
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資 料:Gilling-Smith,G.D.,TheCompleteGuidetoPensionsandSuperannuation,PenguinBooks,

1967,p.46

表5所 得 比 例 年 金 の 最 高 給 付 額

一 単 身 者(男 子)の ば あ い

1961年

当 時 の

年 齢

55歳

45

35

25

退職予定
年 次

1971

1981

1991

2001

9

黎
鋳

ヨ96

《

年

ゆ

葛
拶

溢

だ
比

妬

61

い

る

得

P
あ
す
題
ポ ンド シ リング ペンス

505

505

505

505

1963.6以 降 に か く

と くす る 比 例 年 金 額

(週所得18ポンドのばあい)
ポ ン ド

27

62

97

132

シ リング ペ ンス

i68

126

84

42

所 得 比 例 年 金 の 合 計

週 額

ポ ン ド シリング ペ ンス

i26

160

1196

2isa

年 額

ポン ド シ リング ペ ンス

32100

67120

102140

137160

資料:Gilling-Smith,G.D.,op.cit.,p.47

金は,所 得再分配機能をどの ように果たした

であろ うか.社 会保険の所得再分配機能 とし

てあげ られ るのは,所 得階層間における垂直

的再分配 と,保 険集団内における水平的再分

配である.(し かし なが ら,年 金保険のよう

に所与の要件さえみたせぽほ とん どすべての

加入者が給付をか くとくす るぽあいは,水 平

的再分配はあま りいみをな さないであろ う.)

年金給付費に対す る国庫負担の存在は,累 進

税率制のもとでは高所得階層か ら低所得階層

への所得の再分配を可能にす る.し た が っ

て,国 庫負担比率が高いほ ど,垂 直的再分配

効果は大き くな るはずである.ま た,保 険料

拠出と給付 との対応のしかたによって再分配

●

効果の程度がきまるであろう.た とえば,将

来 うけることになる年金額に対 して,高 所得

者は比較的高い保険料を拠出し,反 対 に低所

得者は より低い保険料を支払 うとい うしくみ

にすれば,そ のよ うな年金保険制度は再分配

機能を果たす と考 えられる.こ こでは,社 会

保険制度をっ うじての垂直的再分配が より強

度に実現され るほ ど,社 会的平等(social

equality)は 高まるものとみなす としよう.

労働党の社会保障政策のね らいは,ほ んらい

そ こにおかれていたのであ る3).

3)Kaim-Caudle,P.R.,ComparativeSocialPo-

licyandSocialSecurity:ATenCountryStudy,

MartinRobertson,1873,pp.170-3・
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このよ うな観 点か ら,1961年 の所得比例年

金をながめてみると,ま ず第一に,そ の年金

給付額があ まりに低い水準にあることがわか

る.表5に 示され るよ うに,1961年 に加入 し

た被用者が40年 後の2001年 にか くとくす るこ

とになる給付額は,保 険料を最高額で支払 っ

たばあいで も週2ポ ンド13シ リソグにす ぎな

い.1961年 におけ る均一額給付がすでに週2

ポ ソ ド17シ リング(表3参 照)で あることを

考え ると,均 一額部分に上積み され る所得比

例部分がいかにわずかな もので しかないか と

い うことが明らかである.し か も,こ の所得

比例年金は,イ ソフレーションによる実質価

値の低下を防止す る措置が とられていないた

めに,40年 後の2ポ ン ド13シ リソグはーまこと

に徴 々た る価値 しか もたないのである.

っぎに,保 険料の算定の対象 となる所得範

囲(wage-band)は,1961年 に9ポ ソドか ら

15ポ ン ドに定められたが,1959年 の国民保険

法で保守党がなぜ このよ うな範囲を設定 した

かにっいてはうっぎの二っの理由が考えられ

る.第 一に,政 府は所得範囲を上方に拡大す

れば,加 入者に対 してより多 くの保険料拠 出

を強制することにな り,こ れは公的年金制度

が適切な給付を保障 している以上ゆ きすぎで

あるとみな した.(実 際に は 所得比例年金が

保障する水準はけっして十分なものではなか

った.)第 二 には,所 得比例部分を厚 くす る

ことにより,公 的 年金制度を 過度に拡張 す

れば,既 存の私的職域年金制度に多大な打撃

をあたえることにな り,ひ いてはその将来の

発展を阻む ことになるとい う保守党政府の判

断があった ことである4).

4)George,V.,SocialSecurity:Beveridgeand

after,Routledge,1968,P.54を 参 照,

経 済 論 集Vol。8No。2

この ような所得範囲の設定が もた らす効果

は明らかである.1959年 において全国の平均

賃金は週12ポ ンド13シ リγグ2ペ ンスであ っ

たが,9ポ ソ ドか ら15ポ ン ドとい う所得範囲

は平均賃金の被用者,と くに筋肉労働者の賃

金所得 の幅 とほぼ重なった.上 限 の15ポ ン ド

を上回る所得をえていたのは非筋 肉労働者や

管理職にある被用者たちであったが,か れ ら

の所得比例保険料は賃金所得に対 して低い割

合 となるので,筋 肉労働者 よりも有利であっ

た.

こ うした保守党政府の政策に対 して,労 働

党の側か らは特定階層への優遇策であるとの

批判が投げかけ られた.た しかに,給 付額は

極端 に低い うえ,と くに1960年 代 とか70年 代

に退職す る人び とには実際上ほ とん ど無意味

な給付内容で しか な い(表5参 照).当 時,

労働党の政策立案を担当 していたT・ リンズ

(TonyLynes)は,保 守党の所得比例年金は

国民保険制度の収支をバ ラソスさせ るために

導入されたのであ り,年 金費用をおも),r週所

得15ポ ソ ド以下の労働者に負担させ,基 本的

には逆進的な課税を実施 したにひ としいと批

判 した.リ ソズはさらに,所 得比例拠出が開

始 した1961年4月 に,大 蔵省が累進 付 加 税

(surtax)の 課税最低限を年額2,000ポ ン ドか

ら5,000ポ ソ ドにひき上げたのは,た んなる

偶然ではな く,こ れにより見込ま れ る年間

8,300万 ポン ドの租税減収分は,所 得比例拠

出からのあらたな歳入により相殺され ること

になったのに違いないとのべている5).

保守常は当初から,所 得比例年金を導入す

ることによって国民保険制度を健全な財政基

5)Lynes,T.,PensionRightsandWrongs,Fa-

bianSociety,1963,P.11
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盤 に お く こ と,す な わ ち イ ソ フ レ ー シ ョ ン に

よ っ て 増 大 し つ つ あ っ た 均 一 年 金 部 分 の 赤 字

を 解 消 す る こ と を 目的 と し て い た こ と は た し

か で あ る.赤 字 解 消 を 「均 一 保 険 料 の ひ き 上

げ と い う不 人 気 な 手 段6)」 に よ っ て 図 る こ と

は,政 府 と し て と うて い で き な か っ た の で あ

る.こ の 健 全 な 財 政 と い う こ と は,保 守 党 の

年 金 政 策 を 説 明 し た1958年 の 白 書r老 齢 者 の

保 障 』7)の な か で 大 き な 位 置 を 占 め て い た.

1963年 に,保 険 料 算 定 の た め の 所 得 範 囲 は

9ポ ソ ドか ら18ポ ソ ド ま で と な っ た.こ れ

は,賃 金 水 準 の 上 昇 に 見 あ う も の で,1963年

に は 産 業 の 平 均 賃 金 は 週17ポ ソ ドで あ っ た.

と 同 時 に,総 選 挙 が 間 近 に な っ た た め,保 守

常 政 府 は す べ て の 国 民 保 険 給 付 を ひ き 上 げ た

が,そ の た め の 追 加 的 費 用 と し て 計 上 さ れ た

2億 ポ ソ ドの4分 の1を 保 険 料 収 入 で 埋 め あ

わ さ な け れ ば な ら な か っ た8).保 険 料 率 の ひ

き 上 げ は 当 然 不 利 な 政 策 とな る の で 見 送 られ,

そ の か わ りに 上 限 所 得 が ひ き 上 げ られ た の で

あ る.こ の 結 果,1963年 に お け る 所 得 比 例 部

分 の 保 険 料 収 入 は1億7,700万 ポ ソ ドに 達 し,

こ れ に よ り均 一 額 給 付 の 費 用 の ほ ぼ3分 の1

が ま か な わ れ た の で あ っ た9).

1964年10月,労 働 党 が 政 権 に っ き,第1次

ウ ィ ル ソ ソ 内 閣 が 発 足 し た.労 働 党 は そ れ ま

で 野 党 の 側 か ら保 守 党 の 年 金 政 策 を 批 判 し て

き た が,そ れ に も か か わ ら ず こ の 時 以 後1970

年 に い た る ま で,保 守 党 の 段 階 的 年 金 制 度 を

6)Calvert,H.,SocialSecurityLaw,Sweet

andMaxwell,1974,p.218.

7)WhitePaper,ProvisionforOldAge:The

FutureDeveloymentoftheNational工nsurance

Scheme,1958,Cmnd.538.

g)Kincaid,J.C.,PovertyandEqualityinBri-

taintAStudyofSocialSecurityandTaxation,

PenguinBooks,1975,P・.86.

g)ibid.,p.84.
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そのままの形で踏襲 して実施 したのであった.

労働党政府は,1964年 の時点では年金政策に

かん して改定 ・改革を一切行わなか ったが,

1966年 に一っの部分的改革をほ どこした.す

なわち,国 民保険における短期給付(失 業給

付,疾 病給付,業 務上災害給付,寡 婦給付)

にっいて も,所 得比例制を導入 した.失 業,

疾病,業 務上災害にかんしては最初の半年間

にかぎ り,通 常の均一額 給付に加えて所得比

例給付が支給され ることにな った.こ のばあ

いの費用は,国 庫負担はな く,所 得比例拠出

によってのみ まかなわれた.こ の短期給付に

おける所得化例制のしくみ は や や 複雑 で あ

る.さ きの公的退職年金の所得比例部分にっ

いては適用除外(COntraCtingOut)が 認 め

られ,該 当す る被用者はこれ には拠出を行わ

ないことになるが(自 営業者や無業者は最初

か ら所得比例部分 には適用され なか った),

短期給付の所得比例部分にっいては適用除外

は認め られず,し たが ってすべての被用者は

表6補 足的所得比例年金の保険料と年金給付額

週所得

ボ ン〒

9以 下

10

11

12

13

14

15

16

17

×8

21

24

27

30

週 あ た り

比 例 拠 出

(a.5i)
シ リ ング 又 ン ス

1

2

4

5

6

7

S

10

11

12

16

110

21

1年 間の保険料拠出額
に対応する給付額(年)

男子被用劃 好 被儲
シ リング ペ ンス シ リン グ ペ ンス

1

3

3

4

5

6

7

8

0

3

6

8

1

1
⊥

-
よ

ー

9

6

0

9

6

3

0

6

3

7

7

7

01

1

2

3

3

4

5

6

6

8

1

3

5

1
⊥

-
↓

1
⊥

8

3

6

2

9

5

0

3

1

0

4

0

8

1

1
⊥

-
よ

資 料:Gilling-Smith,G.D.,oP.Clt.,P.57
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表7所 得比例年金の保険料総額と年金給付総額

Vol,SNo.2

週 所 得

ポヲ ド

9以 下

XO

11

12

13

14

15

16

17

18

21

24

27

30

週 あ た り比 例 拠 出

(4.75%)

シ リソグ

1

2

3

3

4

5

6

7

8

8

9

9

9

ペ ンス

0

0

0

1

0

9

9

9

7

0

2

6

9

1λ

1

1

1年 間の保険料拠出額に対応する給付額(年)

男 子 被 用 者

ポ ソ ド シ リング

S

16

1

1

2

2

3

3

3

4

4

4

4

6

4

3

1

0

9

7

0

3

6

8

ー
ム

ー
↓

唱
■

ペ ソス

5

0

0

7

0

5

0

3

0

2

2

2

5

唱
⊥

■⊥

女 子 被 用 者

ポγ ド

1

1

1

2

2

2

3

3

3

3

3

シ リング

7

14

1

8

15

2

10

17

4

ρ
0

0
ゾ

ー
↓

0δ

-
↓

-
よ

ペ ソ.ス

1

1

9

0

0

1

0

9

1

0

4

0

8

1
⊥

-
⊥

-
↓

-
五

-
⊥

-
義

資 料:Gilling・Smith,G.D.,oP.Clt.,P.58

表8所 得 比 例 年 金 の 最 高 給 付 額(週)

退職予定
年 次

1971

1981

1991

2001

週 所 得18ポ ン ドの 被 用 者

適 用 除 外

グン

ー

2

4

5

四 スン

0

6

0

6

ぺ

適 用

ポ ン ド

-
山

ワ
μ

9
9

シ リング

13

8

3

18

スン

6

6

6

6

ぺ

週 所 得30ポ ン ドの 被 用 者

適 用 除 外

シ リング

2

5

9

12

スン

0

6

0

6

ぺ

適 用

ポ ンド

ー
エ

9
白

Q
り

シリソグ ペ ソス

146

116

86

56

資 料:Gilling-Smith,G.D.,oP.dt.,P,59

これに拠出しなければな らない.保 険料は9

ポン ド～30ポ ソ ドの週所得に対 し,9ポ ン ド

との差額 の0.5パ ーセ ソ トであ る.注 意 しな

ければな らないことは0.5パ ーセソ トの保険

料率(事 業主 も同一)は 短期比例給付ばか り

でな く,年 金給付 とも結びっいていて,い わ

ゆる適用除外対象老 もこの部分に対応す る所

得比例年金を受給す ることにな るとい う点で

ある.こ の関連を表6に 示そ う.

適用除外 とな らない被用者(所 得比例年金

の加入者)は,し たが って,退 職年金に関 し

ては,保 険料は9ポ ソ ド～18ポ ソ ドの範囲で

4.75パ ーセ ン ト(そ れ ま で は425パ ーセ ソ

ト),そ して18ポ ン ド～30ポ ン ドの範 囲で0.5

パ ーセ ソ トの割合 で支払わ な くては な らな い

こ とにな った.前 出 の表4と 表6を あわせ る

と,こ のば あい の拠 出 と給 付 の対 応関 係が表

7の よ うにえ られ る.さ らに こ こでは,所 得

比例年 金 の最 高給付 額 を もとめ て み よ う.

表8で 明 らか な よ うに,最 高額 で保険料 を支

払 った 「適用 」 の被 用者 のばあ い,2001年 に

は3ポ ン ド5シ リソグ6ペ ソス(週)を か く

と くす るにす ぎず,表5の モデ ル年 金 と比 較

して もあ ま り大差 な い こ とが わか る.こ こで



September1978

もまた,年 金給付額の低 さが 目立 っ の で あ

る.し か も,「適用除外」の被用 者 とな る

と,こ の補足的な所得比例年金からは2001年

にわずか12シ リング6ペ ソスが支払われ るに

すぎない,

1969年,労 働党は所得比例年金の給付面を

改善することな く,拠 出面の改定 を 行 な っ

た。1966年 いらい18ポ ン ドか ら30ポ ソ ドまで

の所得にかけ られ ていた0.5パ ーセ ソ トの保

険料率は,こ の年3.25パ ーセソ トにひき上げ

られた.こ れにより保険料収入 は2億6,000

万 ポソ ド追加 され(1969年 の筋肉労働者の平

均賃金は24.35ポ ソ ドで あ った),こ の結果

1970年 には所得比例保険料 の総収入額は7億

ポ ソドにのぼ った.労 働党は,ま さに保守党

が行なった ように,均 一額年金給付の増額の

費用をまかな うためにもっぱ ら所得比例拠出

にた よったのであった.

以上 のべたごとく,1960年 代のイギ リスの

年金政策は,保 守党政権下であると労働党政

権下であ るとを問わず,一 貫 した傾向性を示

してきた.第 一に,年 金給付費に占める国庫

負担の比率が低下 し続けてきた.そ れが可能

となったのは,1960年 代をっ うL保 険料をっ

ねに給付の増加率を上回る率で上昇 させたか

らである.こ とに1969年 の労働党の政策1ま顕

著であった.こ うして,1959年 か ら61年 にか

けて,国 民保険給付の18パ ーセ ソトを占めて

いた国庫負担は,1.97Q年 には15パ ーセ ソ トを

占めるにすぎなくなった10).公 的退職年金ぼ

か りでな く,国 民保険制度全般において所得

再分配機能を縮小す る政策が とられた といえ

るだろ う.キ ンケイ ドは,っ ぎの ようにのべ

ている.

福島勝彦:1960年 代のイギ リス年金政策

10)ibid.,p.8$.
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「所得比例原則の導入は,た ん に國罠保険

の費用を中間所得階層や比較的所得の高い筋

肉労働者,そ して比較的低 い 所 得 のホ ワイ

ト・カラーといった階層に最も重 く負担 させ

たにすぎない.所 得比例制は,社 会保険が一

っ の所得階層か ら他の所得階層へ所得を移転

す る度あいをっよめたが,そ れは高所得者か

ら低所得者へ の所得移転ではなかった,む し

ろ,最 も貧しい人び とが社会保障 をっ うじて

援助を うけたかぎ りで も,そ の援助のために

最も重 く負担を したのは平均賃金水準あるい

はそれ よ り少 し上にい る所得階層である11)f

このよ うな結果にいた ったことの責は,む し

ろ1960年 代後半の政策を担当した労働党に帰

せ られるであろ う.と い うのは,保 守党は と

もか くとして,所 得再分配政策をっ うじて社

会的平等を実現す ることを強調してきたのは

労働党であ り,そ の労働党が実際の政策にお

いてはむ しろ逆の方向をた どった といえるか

らである,

っ ぎに,職 域年金制度の状況をながめてお

こ う.19世 紀の半ぽ頃か ら発達 し,第2次 大

戦以後急速に拡大 してきた職域年金制度は,

国民保険年金制度 とならんでイギ リスの退職

年金保障の枠組において重要な位置 を占める

よ うになった.1950年 代後半か らこの両者の

関係はさかんに論議 されるようにな り,1959

年の国民保険法にいた り,一 っの基本的パタ

ーソができあが った.そ れ までは,私 的職域

年金制度を廃止 じて公的年金制度だけで年金

保障を行な うか,そ うでなければすべての被

用者を公的年金制度から排除するか とい った

二者択一的選択が論議 されたが,こ こにおい

て両者のパー トナーシップこそ望 ましい と結

11)ibid.,P.94.
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論されたのである.そ の具体的な方策が適用

除外規定の設定であった.

適用除外 とい う方式 を生みだ したのは保守

党政府でもな く,ま た労働党で もなか った.

それは民間保険会社の利益を代表する人び と

に よってもた らされたので あ っ て,μ ソド

ソ ・ア クチ ュア リーの情報網 をっ うじ徐 々に

専門家のあいだに広 まっていった。職域年金

の最 も長い歴史をもっ公務員のグループは,

この新 しい方法こそ公的年金 と私的年金のあ

いだにあるジレソマを解決す るもの として高

く評価 し,こ うした公務員側か らの働きかけ

によって関係利益団体 もしだいに適用除外方

式にな ーじむ よ5に な っていった。労働党政府

が 『国民退職年金』(NationalSuperannua-

tion,1957)を 発表 したころには,LOA(the

LifeO価cesAssociation,生 命保険協会)

は傘下の保険会社 の利益は所得比例年金をそ

なえた公的年金制度 と私的年金調度のパー ト

ナーシップに よって報い られ ると確信 してい

た12).

保守党は職域年金制度の発展を重視 し,そ

れを阻害 しないかぎ りにおいて段階的年金制

度を確立しようとしていたので,こ の適用除

外 とい う方式を積極的に導入 した.一 方,労

働党は,あ くまで公的年金制度を重視 し,そ

れに よって十分な年金を支給することを政策

目標に掲げていたので,適 用除外を導入す る

にしても被用者 の選択にゆだねることを主張

した.職 域年金 の加入者は1958年 の875万 人

から1965年 の1,050万 人(全 被用者のほぼ2

分 の1)へ と増加 し,な かでも企業年金の加

12>Hec1◎,]…{、,Moder糞S(》cialPo1圭 雛cs圭nBritain

andSweden:FramRelieftoIncaxneMainte一

鍛&塁cε,YaleUnivers圭tyPress,1974,P.276、

経 済 論 集VoL8No.2

入者ののびが 閣立 ったが5労 働党は,こ うし

た状況は保守党の私的年金に対す る租税優 遇

策によってもた らされた ものであ り,保 守党

はその一方で所得比例年金の給付額を低水準

に維持 したため,年 金にめぐまれた階層 とそ

うでない階層をっ くりだ して しまった と批判

した13}.

3.労 働党の年金自書(1969年)

労働党政権下 の1967年 に平価切下げが行な

われると,イ ギ リス経済の回復が見込 まれる

ようになったが,そ れに呼応 してよ うや く退

職年金問題に政治の焦点があて られ るように

なった.そ の頃,長 年労働党にあって社会保

障政策を担 当してきた クロスマ ン(R,Cross・

man)が1968年 初頭 社会保障 大 臣 に 就 任

し,そ れを機に再び年金制度の改革が構想さ

れ るよ うになった。講想のポイ ソ トは所得比

例年金制度 にあったが,従 来の労働党案 とは

別個 に,あ らたにっ くり直された とい ってよ

い.労 働党政府は これを1969年1月,『 国民

退職年金 と社会保険』(以 下で これ をNSSI

と略称す る)と い う白書に示 した.こ の白書

は,も ともと労働党政府が関係諸機関(労 使

の代表や民間保険会社な ど)と 退職年金に関

す る協議をか さねるさいの素材 として作成さ

れたものであるが,実 際にはこれ より1年 も

前か らこ うした協議は続け られていた.白 書

は,公 的年金制度 と私的年金鰯度 とのパー ト

ナーシヅプを強調 していたので,政 府 と民間

との長い時間にわた る協議が必要だったので

あ る.政 府の努力は結果的に実る こ と とな

13)LabourParty,NewFrontiersforSocialSe-

c疑 ぎ三もy',1963.
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り,諸 利益 団体は 労働党政 府 の改革案 に好 ま

しい反応 をみせた ので あ った.

1969年 の 白 書NSSIは 冒 頭,「 こ の 提 案

は,現 行 国民保 険制度が 実施 され てい らいの

最 も根本 的な改 革で あ る」 と自讃 してい るの

だ が,以 下で はそ の内容を所 得再分 配機能 の

面,お よび職域年 金 制度 との関連 とい う二 っ

の観点か ら眺 め,評 価 を行 な ってみ たい14)、

そ の前 に,NSSIが 現 行(1960年 代 にお け

る)年 金 制度 を どの よ うに評 価 してい るかに

っ い てふ れて お きた い15>.1961年 の段階 的年

金 制度 を労働 党がそ の ままひ きっ いだ こ とに

か ん しては 「自己批 判」は な され てい ないが,

現 行制度 は 明 らか に 不十 分(clearlyinade-

quate)で あ る として い る.そ の理 由の一 っ

は,現 行制度 はかっ て の均一 制 と同 じく,ベ

ヴ ァ リッジ計 画 の 目標 の一 っで あ った適 切な

保 障水準(す なお ち公 的年 金受給者 が 国民扶

助 制度 に依存 しな いで暮 らせ る よ うな給 付水

準)を 実 現す るこ とがで きなか った こ とであ

る16).第 二 には,現 行 の段 階的年 金 制 度 に

は,イ ンフ レーシ ョンに よる年金 実質価 値 の

低落 を防 ぐな ん らの方策 も構iじ られ て いな い

こ と,ま して給付水 準が経 済成長 お よび実質

1960年 代 の イ ギ リス年 金 政 策

14)NSSIは つ ぎの よ うな 構 成 に な って い る.(第

1部)第1章 改 革 の 必 要 性,(第H部)第2章

基 本 的 目標,第3章 政 府 の主 要 提 案,第4章

選 択 可 能 な 手 段,(第nl部)第5章 新 しい 公 的

年 金 制 度 と職 域 年 金 制 度,第6章 職 域 年 金 制

度 に お け る 年 金 権 の推 移 お よ び 移 転 可 能 性,

(第W部)第7章 新 しい 制 度 の 財 政 的 ・経 済 的

意 義,(付 録)1新 制 度 の補 足 説 明,2本 提 案 の 財

政 に か んす る政 府 ア クチ ュ ア リーの 覚 え書 き.

15)NSSI,Para,9-23・

16)こ れ に つ い てNSSIは 「職 域 年 金 制 度 も し く

は 私 的 財 産 に 無 縁 な 人 び とに と って は,老 齢 保

障 は 国 民 保 険 制 度 を つ う じて で は な く,補 足 給

付 制 度 に よ っ て与 え られ る」(para.22)と の べ

て い る.
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賃金所得の上昇を反映す るような しくみにな

っていないことがあげ られ よう.こ れは,も

ともとインフレーシ ョンが予想されていなか

ったことによるのではな く,適 用除外規定が

存在 したため,も し公的年金をイ ンフレーシ

ョンか ら守ろ うとすれば職域年金においても

そ うしな くてはな らな くな って,結 局職域年

金制度を苦境におちいらせることになるとい

う考慮による.し たがって,こ のことは段階

的年金制度の欠陥 とい うよりも,い わゆ る調

整年金におけるあ らたな課題 の発生をいみ し

た.

以上の ような労働党の現行制度に対す る批

判を背景に,NSSIの 内容を なが め て み よ

う.

r

(1)国 民退職年金 と所得再分配

労働党がこの白書で提示 した退職年金制度

は,均 一制の部分を含まない い わ ぽ 「全面

的」な所得比例制である.こ れによって,他

の資産な しで生活す る低所得老にとっても十

分な年金が支給 され るとした.労 働党の従来

か らの 目標はここで も掲げ られた わ け で あ

る.

現行制度下では被用者が拠出す る保 険 料

は,均 一額,所 得比例額そして短期給付のた

めの所得比例額の三っ の部分か らな っ て い

た.新 しい制度のもとではこ うした保険料体

系は とり払われ,す べての被用者は単一の所

得比例額を支払 うことになる.そ のさい,保

険料算定の基礎 となる賃金所得 の上限は,そ

の年次の全国平均賃金(製 造業部門におけ る

男子筋 肉労働者の平均賃金にほぼひ としい)

の約1.5倍 と定め られている.1968年 にはこの

上限所得は週33ポ ンドとなる.平 均賃金の上
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表9国 民保険拠出額*の 比較(男 子被用者:週 額)

Vol.8No.2

週 所 得 額 現行制度の保険料**

ポ ソ ド ・

11(平 均 賃 金 の112)

16(平 均 賃 金 の%)

22(平 均 賃 金)

27(平 均 賃 金 の11/4)

33(平 均 賃 金 の11/2)

シ リング

17

23

24

25

25

ペ ンス

10

0

8

3

5

新制度の保険料

シ リング

14

22

29

37

44

ペ ンス

10

3

8

×

7

保 険 料 の 差

シ リング

ー3

-1

十5

十11

十19

ペ ン'ス

0

9

0

10

2

資 料:NSSI,p.21(para.57)

*退 職 年 金 以 外 の社 会 保 険(業 務 上 災 害,国 民 保 健 サ ー ビス)に 対 す る 拠 出 を 含 む 。

**均 一 拠 出 と比 例 拠 出 の 合 計 で あ る。

表10完 全 年 金 額(単 身 者)

一 新 制 度 と現 行 制 度 の比 較

平 均 賃 金 所 得 に対 す る
本人の平均生涯所得の比率

(1)

壱(年金算定方式における境界線)
3
4

1(平 均賃金)

1
一4
1

1鼠新制度の上限)

1968年4月 の

賃 金 水 準 に よ

る(1)の再 評 価

(2)
ポ ンド

11

16

22

覧27

33

シ リング

O

YO

O

10

0

1968年4月 の

賃 金 水 準 の も と
で の 完 全 年 金 額

(3)
ポン ド

6

8

9

10

12

シリング

12

0

7

15

2

1968年4月 における現行制度の年金額

均 噸+(所 得比例額)一 合 計

(4)
、ドン

4

4

4

4

4

ポ シ リング シリング ポ ソド シ リング

to十i‐411

10十5==415

10十8=418

10十9=419

10-1-9=419

資 料:NSSI,P.25(para.71)

昇 と ともに上限 はひ き上 げ られ てい き,1970

年 には週36ポ ソ ドにな る計 算で あ る.保 険料

の算定 の しか たは従 来 と異 な り,被 用者 と事

業 主 とで は拠 出 に若 干相違 があ る.被 用 者は

総 計で6.75パ ーセ ソ トを支 払 うこ と に な る

が,こ の うち4.75パ ーセ ソ トは 国民退職 年金

のた めの拠 出で あ り,残 りの2パ ーセ ン トは

他 の国民保 険給 付のため の拠 出であ る.事 業

主 に関 しては上 限所得 を設定せ ず,支 払 給与

総額 に対 して料 率6.75パ ーセ ン トを かけ て保

険 料を算 出す る.こ の うち4.5パ ーセ ン トが

退 職年金 に対応す る部分 であ り,2.25パ ーセ

ン トはそ の他 の社会保 険給付 のため の拠 出で

あ る,こ の よ うに,新 しい制 度で は,拠 出総

額 にっい ては厳 密な労使 折半 方式 は と ら れ

ず,い くぶん事業 主 の負 担 を重 くしてい る.

この新 しい体系 の も とで被用 者が支払 うこ

とになる保険料を,従 来の制度のもとでの拠

出 と比較 したのが表9で ある.こ の表の数字

は,新 制度が1968年 に発足 した と仮定 した う

}で のものである
.新 旧制度 にっいて保険料

の差を とってみると,新 制度は低所得者の保

険料負担を従来 より軽減 させ,逆 に高所得老

に関 しては より重 く負担 させ ていることがわ

かる(こ の表の数字は他の社会保険料 も含め

ているので,前 出の表 とは異なる).

新制度の年金給付額の算定方式も現行のそ

れ とは異なっている.こ れは二っの部分か ら

な る.す なわち,全 国平均賃金所得の2分 の

1ま での所得にっいてはその60パ ーセ ン トを

給付 とし,さ らに,そ の所得か ら上限所得 ま

での部分にっいてはその25パ ーセン トとし,

この両方を合計 したものが新 しい所得比例給

付 となる.1968年 の水準でい うと,二 っの部
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分の境界線は約11ポ ソ ド(週)で あ り上限所

得は33ポ ン ド(週)で あ る.こ れ らのいずれ

も賃金水準の上昇に ともなって増加す ること

はい うまで もない17).白 書は,年 金給付にっ

いても新制度が支給す る完全年金を試算 し,

これを現行制度 の給付水準 と比較 してい る.

表10が それである.新 制度は加入期間20年 で

完全年金 を支給す ることにな って い る の で

(支給開始年齢は男子65歳,女 子60歳 で,従

来 どお り),こ れが1948年 に 発足 した ものと

して,1968年 における年金支給額が計算され

ている.(1)欄 は被保険者 の生涯稼得平均所得

を示し,(2)欄 はそれ らに対す る1968年 当時 の

実質所得額である.(3)欄 は上 の年金算定方式

にもとついてそれぞれ の所得水準に対応す る

年金額を計算 した結果であ り,(4)欄 は現行制

度の給付水準を示 してい る.(3),(4)欄 を比較

す ると,新 制度はすべての所得水準において

より多 くの年金を支給す る予定であることが

わかる.

表9と 表10よ り,単 純な計算を行なって新

制度におけ る拠出と給付の対応のしかたをな

がめてみ ると,っ ぎのよ うになる.週 所得が

11ポ ンドのばあい,現 行では週18シ リングの

拠出に対 し,給 付は91シ リングとい う関係に

なっているが,新 制度では18シ リソグの拠出

は158シ リングの給付を約束 して い る,一

方,週 所得が33ポ ソ ドのぼあいには,現 行で

は週18シ リソグの保険料に対 して年金額は69

シ リングとい う関係であるが,新 制度では同

額の拠出は140シ リソグの給付に結びっ くこ

とになっている.こ うしてみると,一 定 の保

険料拠出が約束する給付額は,所 得が11ポ ソ

ドのぼあいも,33ポ ソドのぼあいも,現 行制

17)NSSI,para.64
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度か ら新制度に移行するに したがい増大する

ことは明らかであ り,給 付額の上昇率は,11

ポソ ドのぼあいは約1.7倍,33ポ ソ ドのばあ

いは約1.4倍 である.

以上から,新 しい制度はっ ぎのよ うな原則

にもとついていることが明らかである.す な

わち,低 所得者はその拠出水準に見あ う以上

の年金給付額を受け とることにな り,一 方高

所得者はその拠出が保険数理的に約束す る水

準 よりも低い年金額を受け とるとい うことで

ある.上 にのべた新 しい年金算定方式か らも,

平均賃金所得の4分 の3を えている被用者に

対す る給付は,そ の所得の49パ ーセ ソト,平

均所得をか くとくす る人にはその42.5パ ーセ

ン ト,平 均所得の1.5倍 を稼得す る人のばあ

いはその37パ ーセン トであることが 導 か れ

る.こ のかぎ りでは,高 所得階層か ら低所得

階層へ の垂直的な再分配機能が くみ こまれて

いるといえよ う.な お,国 庫負担率にっいて

は現行 どお り,労 使の拠出合計 の18パ ーセン

トとしている.国 庫負担率をひき上げて,そ

れにより再分配効果を高め るとい う意図は見

出されない.

新 しい制度が年金給付額の算定な らびに既

裁定年金の支給 にあたって,物 価水準 と一般

生活水準の変動を考慮に入れ るべきであると

したのは当然であろ う.い わゆ るdynamic

pensionの 導入が提示されている.こ れは,

年金の算出の基礎 となる平均生涯所得の再評

価 と,既 裁定年金額 の2年 ごとの調整を含ん

でい る18).

(2)国 民退職年金と職域年金

NSSIは,職 域年金をあっか った章の冒頭

Ig)NSSI,pars.33,34,68
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で近年における発展をかえ りみなが ら,こ の

拡大は望 ましい ものであ るとし,職 域年金が

投資のための貯蓄の大きな源泉た りうるとし

てその役割を積極的に評価 して い る.そ し

て,職 域年金制度に,公 的年金制度を補完す

る(complernentな)役 割 と,上 積み的給付

(supplement)と しての機能を もたせること

によって,公 的年金制度 とのパー トナーシッ

プを一層緊密なものにす ることをね らい とし

ている.公 的年金制度は全国民に対 し,私 的

年金制度では困難な包括的給付を提供するこ

とができるが,一 方私的年金制度は個hの 産

業 もしくは企業の被用者の特定 の要請に応 ーじ

ることができるので,よ りのぞ ましい老齢保

障 を確立する うえで両者のパー トナーシップ

は不可欠であるとみなされた.

全面的な所得比例年金を実施す るさいに問

題 となるのは,適 用除外規定を どのよ うに改

め るか とい うことであろ う.適 用除外が実施

された1961年 にはすでに430万 人の被用者が

その対象 となってお り,1963年 には450万 人

に達 している.こ れは保守党政府の当初の見

込み(政 府 アクチ ュア リーは適用除外の被用

者数を250万 人 と見積 っていた)を 大幅に上

回るものであった19).適 用除外が認められ る

と,被 用者,事 業主 とも所得比例年金には拠

出をせず,し たが って比例年金は支給 されな

いが,事 業主はそのばあい免除 された比例年

19)1961年 当 時,被 用 者 の 所 得 が 週12ポ ソ ド以 上

で あ れ ば,事 業 主 は 適 用 除 外 を 申 請 す る こ と が

割 に 合 う と い う こ と を 理 解 し て い た.そ の 後,

平 均 所 得 の 上 昇 と と も に 適 用 除 外 の ケ ー ス も 増

加 した.く わ し く は つ ぎ を 参 照.

Pilch,M.andWood,V.,ManagingPension

Schemes.:AGuidetoCompanyPensionPians

andtheSocialSecurityAct,GowerPress,

1974,PP・43-5・

経 済 論 集Vol.8No.2

金額)'r相 当す る額,も し くはそれ を上 回 る給

付額 を職域 年金 をっ うじて用意 しなけれぽ な

らない.と ころが,職 域 年金 は通常積 立方式

を とる保険型 制度(insuredschemes)や 自

家基金(privatefund)の も とで運 営 され る

ので,賦 課方 式を とる国民 保険年 金制 度 と違

って,投 資収益 が見込 まれ る2。〉.し た が っ

て,同 一 水準 の年 金 を支給す る コス トは,公

的年 金制 度 よ りも職域年 金制 度 のほ うが低 い

とい うこ とが で きる.(ピ ルチお よび ヴ ッ ド

が 指摘 してい る よ うに,被 用 者 の平均 賃金 が

極端 に低 い企業や,そ の平均年 齢が 非常 に高

い企 業 のばあ いは,事 業 主 に とって必要 な年

金 を支 給す る コス トは高 くな るであ ろ う21).)

新 しい制 度では,保 険 料算定 のため の所得

範 囲 は従来 と くらべ て拡 大す る こ とにな るか

ら,も はや事業 主 に とってそれ まで の年 金算

定 方式 を採用 しっづけ るこ とは 困難 とな って

くる.そ こでNSSIは,現 行 の所得 比例 部分
　 コ ゆ

に か ん す る 全 面 的 適 用 除 外 に 対 し て,あ ら た

に 部 分 的 適 用 除 外(partialcontractingout

あ る い はabatement)と い う方 策 を 提 唱 し

た.し か し,そ の ば あ い の 適 用 除 外 の 具 体 的

な 割 合 に つ い て は の べ て い な い.NSSIの 刊

行 の の ち,10カ 月 間 に わ た っ て 政 府 は 関 係 利

益 団 体 と こ の 率 に っ い て の 協 議 を 行 な っ た

が,問 題 は,国 民 保 険 年 金 へ の 拠 出 の 減 額 に

対 し て,ど れ だ け 給 付 を 減 額 さ せ る こ と が 適

当 で あ る か と い う点 に あ っ た.1961年11月

20)1963年 の調 査 に よ る と,企 業 年 金 制 度 を 有 す

る 企 業 の61パ ー セ ン トが 適 用 除 外 を 採 用 した

が,こ の うち68パ ー セ ン トは 保 険 型 制 度,32パ

ー セ ン トは 自家 基 金 とい う割 合 で あ った .Wi-

seman,J.,"OccupationalPensionSchemes"in

FringeBenefits,LabourCostsandSocialSe-

curity,editedbyReid,G.L.andRodertson,

D.J.,AllenandUnwin,1965,P・184.

21)Pilch,M.andWood,V.,op.cit.,p.44.
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に,労 働党 はそ の比率 と して,拠 出1.3パ ー

セ ン トの減額 に対 して,1パ ーセ ソ トの年 金

額 の減額 とい う内容を提示 し た が,LOAや

事業主 側は これ を拒 否 し,か わ りに1.5パ ー

セ ン トの拠 出 の減 額に対 して1パ ーセ ソ トの

給 付の減額 とい う比率 を主張 した22>.

職 域年金 制度 にかんす るも う一 っ の 提 案

は,年 金権 の維 持お よび移転(preservation

andtransferabilityofoccupationalpension

rights)で あ る,現 行制度 では,転 職な どで

被 用者 が一っ の制度 か ら別 の制度 へ移行 す る

さいに,ご くわず かな例 を のぞ いて年金 権 を

移転 させ る とい う措 置は とられ て い な い.

NSSIが あげ てい る よ うに,1963年 にお いて

こ うした年 金権 を賦与 してい る制度 は,公 務

員年 金 のぼあい で5パ ーセ ソ ト,企 業 年金 で

はわずか1パ ーセ ン トであ った.労 働党 政府

は,完 全 に普遍 的な年 金権 移転 の措 置 を実現

す るこ とは 困難 だ としなが らも,あ る一 定 の

要件 をみ たす職 域年 金加 入者 に対 して は年金

権が退職 年齢 まで維 持 され る よ う立法 化す る

用意 があ る と してい る.

以上 の ごと く,職 域年 金に かん して も,労

働党 は前 向 きの改 善策 を提 示 した といえ るだ

ろ う.一 部 の労働 組合,と くに地方公 務 員や

鉄道 関 係の,比 較 的条 件 の よい職域年 金 に関

連 す る労働組 合は,NSSIは 自分た ち の権 利

を侵害す る ものだ と批 判 したが,最 終的 には

法案化 された ので あ った.

1960年 代 の イ ギ リス年 金 政 策

(3)労 働党年金政策の本質

NSSIに お け る 「全面 的」所 得比例 制は,

1961年 体 制 の代替 案 として,よ り大 きな所 得

再分 配効果 を もち,さ らに は職 域年 金制度 へ

22)Heclo,H.,op.cit.,p.275,

6r

の積極的 な対応 を示 してい るこ とは以上 のべ

て きた とお りであ る.し か しなが ら,労 働党

が も とも とめ ざ していた社 会的平 等 の実 現 と

い う観 点か らす る と,こ の新 しい提案 のなか

に も問題が ないわ けで はない.キ ソケイ ドは,

NSSIを1957年 の 労働党 の政策 案 『国民退職

年 金23)』(以 下,こ れ をNSと 略 す)と 比較

しっっ,っ ぎの よ うな点を指 摘す る24).第 一

に,NSSIに おけ る退 職年 金はdynamicpen-

sionで あ り,被 用者 の 生活 水準 の 向上 は給

付額 に反映 され る.と ころが,NSに おい て

は年 金額は却 売物 価 の変動 に あわせ て改定 さ

れ るにす ぎない.っ ま り,年 金 受給 者 の実質

的 な生活 水準を維 持す るので しか ない.こ の

相違 点だ けか らみれ ば,明 ら か にNSSIは

NSに まさ ってい るけれ ども,こ れ らが計 画

す る最終 的 な年 金額 が人 び との従 前 の生活 水

準 とくらべ て どのてい どの比率 にな るかをみ

る と,両 者 のあい だには 目立 った 相 違 は な

い.NSに おい ては,平 均 的賃金所 得 をか く

と くす る者 は,従 前所得 の50パ ーセ ソ トが保

障 され る と謳 ってい るが,こ れ は加 入期間が

40年 のば あいで あ って,か りに これ を20年 加

入 として計 算す ると42パ ーセ ソ トに 低 下 す

る.こ れ は,NSSIに おけ る20年 加 入 の ケー

ス とほぼ 同 じ規模 で あ る.

第二 に,所 得再分 配効果 にっ い て で あ る

が,ま ず保険 料算定 の さいの上限所 得 はす で

に のべ た よ うに,NSSIの ばあ い全 国平均 賃

金 の1.5倍 で あ り,1970年 では これ は週36ポ

ン ドに相 当す るが,NSの ば あ いは,上 限 は

平均 賃金 の4倍 とされ てい て,1970年 では週

23)LabourParty,NationalSuperannuation,

TransportHouse,1957.

24)Kincaid,J・C.,oP.cit.,PP.115-126。
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100ポ ン ドに相当する.上 限所得はこの よう

にNSSIの ほ うがはるかに低い.ま た,1970

年 の貨幣価値であ らわす と,平 均生涯所得が

週15ポ ソ ドの被用者に支給 される年金額は週

8ポ ソ ド(単 身者のばあい)で ある.こ れは

NS,NSSIの 両方に共通 している給付内容で

あ る.し か し,そ れをか くとくするのに要す

る保険料は,NSの ぼあい週16ペ ソスで ある

のに対 し,NSSIで は週1ポ ソ ドで ある.拠

出は長いあいだにわたって行なわれるので,

両者の差は,と くに低賃金所得者に とっては

なはだ大きい といえよ う.さ らに,国 庫負担

比率を両者について比較す ると,NSで はそ

れは被用者 ・事業主の拠出合計の24パ ーセ ソ

トに相当 したが,NSSIは18パ ーセソ トに す

ぎない.こ うした点で,NSSIはNSよ り再

分配効果をかな り縮小 させた計画である.

キ ンケイ ドは,以 上の観点か ら,労 働党が

NSか らNSSIに 移行す る過程で,社 会的平等

をめざす政策が大きく後退 した と指摘 し,NS

にもりこまれた所得再分配機能は労働党のイ

デオ ロギーのなかでまった く時代おくれの要

素になってしまった とのべている.こ れは,

労働党が1960年 代において政策 目標 として社

会的平等 よりも経済成長を優先 した結果であ

るとみるのは,あ ながち間違いではないだろ

う.1964年 に政権を奪取 した労働党に経済不

況が まちか ーまえていた ことも事実であった.

4.む す び

NSSIは,1970年1月 に法 案化 され,下 院

の通過 を まっ ば か りとな った.と ころが,全

文129条 か らな る法 案が最終 読会 に移 され よ

うと したや さき,ウ ィル ソン首相 は議会 の解

経 済 論 集Vol.8No.2

散を宣 し,総 選挙へ突入す ることになった.

総選挙は同年6月 に行なわれたが,そ の際

退職年金はほとん ど問題 とされなかった.こ

の時保守党が勝利す ることになったが,保 守

党は年金政策にっいて明確な考 えをもっては

いなか った.r年 金戦略』(StrategyforPen-

sion)と い う白書をあらわ したのはその翌年

のことであった.

1960年 代におけ るイギ リスの年金政策は,

ベ ヴァ リッジ原則か らの乖離をいみ した所得

比例制にはじまったが,公 的 年 金 制 度 をめ

ぐって新 しい問題が続出し,そ のいみで退職

年金制度はいまだ安定するにはい た ら な か

った.そ して,そ の責の一半は労働党に帰せ

られ るべきであろ う.労 働党は,す でにのべ

た よ うに1960年 代後半の政策を担当す るにあ

た り,そ のかなめ ともい うべ き再分配的年金

政策(ヘ クロはこれを社会主義的年金政策 と

よんだ25))の 実施 を怠 ったこと,そ してその

反省か ら生まれたNSSIを 中途で放棄 したこ

とな どからそれは明らか である.NSSIが 具

体的政策 として実現す る直前に労働党みずか

ら議会を解散させた とい うことは,再 分配的

政策に よる貧困解消や社会的平等の実現に対

する意欲を労働党 の指導者たちが失いっっあ

った ことをものがた っている.

20世 紀後半の最大の社会問題 といわれる老

齢者の貧困を解消す るための戦略は,十 分に

展開 されないまま1970年 代に持ちこされたの

であ る26).

(昭和53年7月13日 受付 創価大学助教授)

25)Heclo.,oP.cit.,P.280.

26}Maynard,A.K.,"SocialSecurity"inSocial

Policy:ASurveyofRecentDevelopments,

editedbyCooper,M.H.,BasilBlackwell,1973,

PP・186-190・


